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１
3
つ
の
中
小
企
業
問
題

中
小
製
造
業（
従
業
者
数
3
0
0
人
以

下
）の
事
業
所
数
の
ピ
ー
ク
は
87
万
（
1
9

8
6
年
）、
2
0
1
6
年
ま
で
の
30
年
間
に

ほ
ぼ
半
減
し
、
45
万
に
な
っ
て
し
ま
っ
た
。

な
ぜ
中
小
製
造
業
は
激
減
し
た
の
か
。

90
年
代
に
入
り
国
際
競
争
力
の
低
下
し

た
日
本
の
大
企
業
は
、
生
き
残
り
の
た
め

生
産
拠
点
を
中
国
へ
移
転
し
た
上
、
中
国

か
ら
の
輸
入
を
増
や
し
、
東
ア
ジ
ア
ベ
ー

ス
の
分
業
関
係
も
形
成
し
た
（「
生
産
の

東
ア
ジ
ア
化
」）。
日
本
国
内
か
ら
の
輸
出

は
停
滞
し
、
設
備
投
資
も
、
雇
用
・
賃
金

も
抑
制
さ
れ
た
の
で
、
日
本
は
長
期
経
済

停
滞
に
陥
っ
た
。
こ
の
打
撃
は
中
小
企
業

に
向
か
っ
た
。
第
１
に
、「
生
産
の
東
ア
ジ

ア
化
」
に
よ
り
大
企
業
は
海
外
の
安
価
な

労
働
力
と
部
品
の
調
達
を
新
た
な
利
潤
源

に
す
る
一
方
、
部
品
発
注
を
減
ら
さ
れ
た

国
内
中
小
企
業
の
市
場
は
縮
小
し
た
（
市

場
問
題
）。
第
２
に
、
大
企
業
は
国
内
中

小
企
業
を
中
国
企
業
と
の
競
争
に
巻
き
込

み
、「
中
国
価
格
」
を
梃て

こ子
に
中
小
企
業

収
奪
問
題
へ
の
対
抗
、
適
正
価
格
を
目
指
し
て

に
不
利
な
価
格
関
係
を
押
し
付
け
る
「
購

買
原
低
」
で
も
利
潤
を
創
出
し
た
（
収
奪
問

題
）。
第
３
に
、
こ
れ
ら
に
よ
り
中
小
企
業

の
賃
金
支
払
い
能
力
が
低
下
し
、
生
産
年

齢
人
口
の
縮
小
に
よ
る
労
働
力
不
足
は
中

小
企
業
に
集
中
す
る
一
方
、
大
企
業
は
労

働
力
を
優
先
吸
収
し
た（
経
営
資
源
問
題
）。

大
企
業
の
行
動
が
各
種
市
場
を
通
し
て
中

小
企
業
を
圧
迫
す
る
こ
と
を
中
小
企
業
問

題
と
呼
ぼ
う
。
大
企
業
は
「
生
産
の
東
ア

ジ
ア
化
」
に
よ
り
長
期
経
済
停
滞
を
引
き

起
こ
す
と
同
時
に
、
中
小
企
業
問
題
を
悪

化
さ
せ
る
こ
と
に
よ
り
自
ら
は
利
潤
源
を

拡
大
し
、
中
小
企
業
を
衰
退
に
追
い
や
っ

た
の
で
あ
る
。

　

３
つ
の
中
小
企
業
問
題
は
相
互
に
関
連

し
、
一
体
化
し
て
中
小
企
業
を
襲
っ
て
い

る
が
、
２
番
目
に
あ
げ
た
収
奪
問
題
は
、

不
利
な
価
格
関
係
の
強
制
に
よ
り
、
本
来
、

中
小
企
業
に
残
る
は
ず
の
価
値
が
奪
わ
れ
、

中
小
企
業
の
利
潤
・
賃
金
の
原
資
を
直
ち

に
削
減
す
る
点
で
、
中
小
企
業
労
使
へ
の

鋭
い
打
撃
と
な
る
。
以
下
で
は
価
格
関
係

に
よ
る
収
奪
の
仕
組
み
と
そ
れ
へ
の
対
抗

の
方
途
を
考
え
る
。

2
価
格
と
収
奪

中
小
企
業
の
不
利
な
価
格
関
係

図
表
１
の
販
売
価
格（
仕
入
価
格
）Ｄ
Ｉ

と
は
販
売
価
格
（
仕
入
価
格
）
が
３
カ
月

前
に
比
べ
「
上
が
っ
た
」
と
す
る
企
業
割

合
か
ら
「
下
が
っ
た
」
と
す
る
企
業
割
合

を
引
い
た
も
の
で
、
販
売
（
仕
入
）価
格
の

動
向
を
反
映
す
る
。「
販
売
価
格
DI

－

仕

入
価
格
DI
」
は
仕
入
価
格
D
I
よ
り
販
売

価
格
D
I
が
上
が
れ
ば
上
昇
す
る
か
ら
相

対
価
格
（
販
売
価
格
／
仕
入
価
格
）の
動

き
を
反
映
す
る
。
企
業
に
と
っ
て
販
売
価

格
が
下
が
っ
て
も
仕
入
価
格
が
そ
れ
以
上

に
下
が
れ
ば
付
加
価
値
は
増
え
る
。
つ
ま

り
、
販
売
価
格
、
仕
入
価
格
そ
れ
ぞ
れ
の

動
き
で
な
く
相
対
価
格
の
動
き
が
問
題
で

あ
る
。
図
表
で
は
大
企
業
、
中
小
企
業
共

マ
イ
ナ
ス
圏
に
あ
る
が
、
常
に
大
企
業
は

中
小
企
業
よ
り
上
に
位
置
し
て
い
る
。
大

企
業
は
販
売
価
格
が
下
が
っ
て
も
中
小
企

業
ほ
ど
下
が
ら
ず
、
仕
入
価
格
が
上
が
っ

て
も
中
小
企
業
ほ
ど
上
が
ら
な
い
と
い
う
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1

よ
う
な
こ
と
が
起
き
、
相
対
価
格
が
中
小

企
業
を
上
回
っ
て
い
る
の
で
あ
る
。
し
た

が
っ
て
、
両
者
の
「
販
売
価
格
DI

－

仕
入
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図表1 販売価格DI－仕入価格DI、大企業－中小企業

資料）日銀短観 （各年、6，9，12月調査）より作成
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低迷からの脱出～労働組合だからできること
特 集

価
格
DI
」
の
差
を
大
企
業

－

中
小
企
業
で

見
る
と
プ
ラ
ス
に
な
り
、
図
表
の
上
半
分

に
表
示
さ
れ
て
い
る
。
注
目
さ
れ
る
の
は

2
0
1
5
年
頃
ま
で
プ
ラ
ス
幅
が
広
が
り

続
け
、
大
企
業
の
相
対
価
格
の
優
位
性
が

益
々
強
ま
っ
た
こ
と
で
あ
る
。

中
小
企
業
の
名
目
付
加
価
値

生
産
性
上
昇
の
抑
制

　

中
小
企
業
の
こ
の
価
格
上
の
不
利
が
、

中
小
企
業
の
利
潤
・
賃
金
の
原
資
と
な
る

名
目
付
加
価
値
生
産
性
（
従
業
員
一
人
当

た
り
の
名
目
付
加
価
値
額
）
の
上
昇
を
妨

げ
て
い
る
。

　

図
表
２
は
中
小
企
業
と
大
企
業
の
名
目

付
加
価
値
生
産
性
を
見
た
も
の
だ
が
、
二
つ

の
折
れ
線
の
比
較
か
ら
、
大
部
分
の
期
間
、

大
企
業
の
上
昇
率
の
方
が
高
い
こ
と
が
わ

か
る
。
注
目
す
べ
き
は
そ
の
原
因
で
あ
る
。

付
加
価
値
の
変
化
程
度
を
示
す
。
名
目
付

加
価
値
生
産
性
上
昇
率
は
実
質
付
加
価
値

生
産
性
上
昇
率
と
価
格
転
嫁
力
指
標
上
昇

変
化
を
含
め
た
付
加
価
値
額
を
価
格
変
化

が
な
い
も
の
と
し
た
実
質
付
加
価
値
額
で

割
っ
た
も
の
だ
か
ら
、
価
格
変
化
に
よ
る

V / N（名目付加価値生産性）

=

V*/N（実質付加価値生産性）
×

V/ V*（価格転嫁力指標）

V：名目付加価値額
V*：実質付加価値額
N：従業員数

なお、本図表の実質労働生産性とは
実質付加価値生産性のことである。

率
の
和
に
な
る
。
本
図
表
で
は
、
中
小
企

業
の
実
質
付
加
価
値
生
産
性
上
昇
率
は
大

体
３
〜
５
％
で
大
企
業
と
そ
ん
色
な
い
。

だ
が
、
価
格
転
嫁
力
指
標
の
上
昇
率
が
殆

ど
の
期
間
マ
イ
ナ
ス
の
た
め
に
、
名
目
付

加
価
値
生
産
性
上
昇
率
が
大
企
業
よ
り
低

く
な
っ
て
い
る
。
実
質
付
加
価
値
生
産
性

の
上
昇
と
は
価
格
変
化
の
影
響
を
除
外
し

た
数
量
ベ
ー
ス
で
の
生
産
性
上
昇
を
示
す
。

そ
の
意
味
で
真
の
生
産
性
上
昇
と
言
え
る
。

こ
れ
に
関
し
て
中
小
企
業
は
大
企
業
と
そ

ん
色
な
い
の
に
、
不
利
な
価
格
関
係
に
置

か
れ
て
い
る
た
め
に
名
目
付
加
価
値
生
産

性
の
上
昇
が
抑
制
さ
れ
る
の
で
あ
る
。

　

な
ぜ
、
一
般
に
は
大
企
業
よ
り
低
い
と

思
わ
れ
て
い
る
中
小
企
業
の
実
質
付
加
価

値
生
産
性
上
昇
率
が
、
大
企
業
に
ひ
け
を

　

価
格
転
嫁
力
指
標
と
い
う
言
葉
が
分
か

り
に
く
い
が
、
販
売
価
格
、
仕
入
価
格
の
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図表3　取引単価が十分引き上げられなかった場合の対応
（複数回答）

出所）中小企業庁「下請取引価格の実態調査」2016年 3月
調査期間：2015年12月1日～12月11日　回答数：中小企業3,857社
（うち製造業1,152社、卸売り・小売業、飲食店1,191社）

単位：％

利益率の圧縮 53.9
人件費の抑制 44.1
他の原材料・仕入れ価格の抑制 34.9
設備投資の抑制 33.3
自社が発注する取引先への値下げ要請 27.9
生産活動等の改善 19.7
研究・開発費用の抑制 6.6
取引単価は十分引き上げられてきた 6.2
その他 5.9

図表2 一人当たり名目付加価値額上昇率と変動要因

資料：日本銀行「全国企業短期経済観測調査」、「企業物価指数」、財務省「法人企業統計年報」
（注） 2014版中小企業白書における分析をもとに作成。価格転嫁力指標上昇率については、資本金2千万以上1億円未満を中小企業、資本金10億円以上を大企

業としている。一人当たり名目付加価値額上昇率については、資本金1千万円以上1億円未満を中小企業、資本金10億円以上を大企業としている。
出所）「価値創造企業に関する賢人会議　中間報告」（2020年2月18日）
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と
ら
な
い
の
か
。
図
表
３
の
元
に
な
る
分

析
を
し
た
『
中
小
企
業
白
書
2
0
1
3
年

版
』
に
よ
る
と
、
そ
の
主
因
は
中
小
企
業

の
実
質
付
加
価
値
率
の
上
昇
率
が
大
企
業

よ
り
高
い
こ
と
で
あ
る
（
同
白
書
第
1

－

1

－

53
図
）。
実
質
付
加
価
値
率
の
上
昇
と

は
、
価
格
変
化
を
除
外
し
た
付
加
価
値
率

の
上
昇
の
こ
と
だ
か
ら
、
あ
る
期
間
の
生

産
量
の
う
ち
付
加
価
値
に
相
当
す
る
部
分

の
生
産
量
の
割
合
が
上
昇
し
た
こ
と
で
、

真
の
付
加
価
値
率
の
上
昇
と
言
え
る
。
そ

れ
に
は
2
つ
の
原
因
が
考
え
ら
れ
る
。
一

つ
は
一
定
量
の
生
産
物
を
つ
く
る
の
に
必

要
な
原
材
料
量
の
減
少
（
原
材
料
原
単
位

の
低
下
）、
も
う
一
つ
は
、
同
じ
原
材
料
量

か
ら
情
報
が
よ
り
集
約
化
さ
れ
、
機
能
の

高
ま
っ
た
高
価
格
の
別
製
品
が
産
み
出
さ

れ
る
こ
と
で
あ
る
。
後
者
は
既
存
製
品
の

販
売
価
格
が
引
き
上
げ
ら
れ
た
の
で
は
な

く
、
従
来
と
異
な
る
情
報
集
約
的
で
、
そ

れ
に
ふ
さ
わ
し
い
価
値
額
が
価
格
と
し
て

表
示
さ
れ
た
製
品
で
あ
る
。
中
小
企
業
で

は
後
者
の
よ
う
な
製
品
を
生
む
こ
と
を
戦

略
の
中
心
に
お
く
企
業
が
普
通
に
見
ら
れ

る
。
普
及
品
に
な
い
特
殊
な
機
能
を
持
っ

た
製
品
の
提
供
な
ど
で
あ
り
、
一
般
に
差

別
化
戦
略
と
呼
ば
れ
る
も
の
で
特
別
な
こ

と
で
は
な
い
。

　

原
材
料
原
単
位
の
低
下
も
含
め
、
中
小

企
業
は
実
質
の
付
加
価
値
率
を
高
め
て
い

る
が
、
そ
の
成
果
を
不
利
な
価
格
の
強
制

で
奪
わ
れ
て
い
る
の
で
あ
る
。
収
奪
問
題

の
典
型
で
あ
る
。

利
潤
・
賃
金
へ
の
圧
迫

　

不
利
な
価
格
関
係
に
よ
る
収
奪
に
関
し
、

中
小
企
業
は
ど
う
対
応
し
て
い
る
の
か
。

図
表
３
に
よ
る
と
一
番
多
い
の
は
「
利
益
率

の
圧
縮
」
と
「
人
件
費
の
抑
制
」
で
あ
る
。

本
図
表
に
あ
が
っ
て
い
る
対
応
策
か
ら
期

待
さ
れ
る
も
の
を
選
ぶ
と
す
る
と
、「
生
産

活
動
等
の
改
善
」
に
よ
る
コ
ス
ト
ダ
ウ
ン

で
収
奪
を
カ
バ
ー
す
る
こ
と
だ
が
、
こ
の

方
策
を
と
っ
て
い
る
企
業
は
少
数
で
あ
り
、

収
奪
は
主
に
中
小
企
業
労
使
の
犠
牲
で
終

わ
っ
て
い
る
の
で
あ
る
。

　

そ
の
結
果
が
―
市
場
問
題
、
経
営
資
源

問
題
の
悪
化
と
相
ま
っ
て
―
前
記
の
と
お

り
の
中
小
製
造
業
の
大
幅
減
少
だ
が
、
さ

ら
に
中
小
企
業
と
大
企
業
の
賃
金
格
差
拡

大
も
加
え
な
く
て
は
な
ら
な
い
。
連
合
資

料
に
よ
る
と
（
図
表
４
）、
中
小
企
業
の
高

卒
標
準
労
働
者
の
月
所
定
内
賃
金
の
低
下

は
大
企
業
よ
り
著
し
く
、
企
業
規
模
間
格

差
は
さ
ら
に
拡
大
し
た
。
こ
れ
は
い
わ
ゆ

る
「
同
一
銘
柄
」
の
労
働
力
に
関
す
る
も
の

だ
か
ら
、
中
小
企
業
労
働
者
は
賃
金
低
下

だ
け
で
な
く
「
同
一
労
働
同
一
賃
金
」
と
い

う
社
会
的
公
正
の
さ
ら
な
る
破
壊
と
い
う

被
害
も
受
け
て
い
る
こ
と
に
な
る
。
後
者

に
つ
い
て
注
目
さ
れ
る
の
は
、
30
歳
労
働

者
の
場
合
23
年
前
は
中
小
企
業
の
方
が
わ

ず
か
だ
が
上
だ
っ
た
の
が
、
大
企
業
で
の
上

昇
、
中
小
企
業
で
の
下
落
で
中
小
企
業
が

大
企
業
を
下
ま
わ
っ
た
こ
と
で
あ
る
。
日

本
で
は
賃
金
水
準
が
企
業
別
に
決
定
さ
れ
、

ヨ
ー
ロ
ッ
パ
の
よ
う
に
企
業
横
断
的
に
職

種
・
職
務
別
に
賃
金
水
準
が
決
定
さ
れ
な

い
こ
と
が
企
業
規
模
間
格
差
を
も
た
ら
し

て
い
た
。
だ
が
、
唯
一
初
任
給
に
関
し
て
は

社
会
的
標
準
が
形
成
さ
れ
、
若
年
労
働
者

の
不
足
が
特
に
ひ
ど
い
中
小
企
業
の
初
任

給
が
大
企
業
を
上
回
る
ケ
ー
ス
も
あ
っ
た
。

30
歳
労
働
者
に
お
け
る
格
差
拡
大
は
初
任

給
に
お
け
る
「
同
一
労
働
同
一
賃
金
」
も
破

壊
さ
れ
て
い
る
こ
と
を
推
測
さ
せ
る
。

　

不
利
な
価
格
関
係
が
中
小
企
業
の
利
潤

と
賃
金
を
圧
迫
し
て
い
る
が
、
で
は
、
取

引
単
価
が
引
上
げ
ら
れ
る
と
ど
う
な
る
か
。

図
表
５
に
よ
る
と
、「
従
業
員
の
賃
金
を
引

き
上
げ
る
」
と
す
る
中
小
企
業
が
71
・
6
％

に
達
し
、「
内
部
留
保
」
に
回
す
は
36・３
％

で
あ
る
。
中
小
企
業
経
営
者
は
ま
ず
は
従

業
員
の
賃
金
を
上
げ
た
い
と
思
っ
て
い
る
。

大
企
業
が
「
内
部
留
保
」
を
た
め
込
む
中
、

「
内
部
留
保
」
よ
り
賃
金
引
上
げ
を
優
先
す

従業員の賃金引上げ 71.6

設備や技術開発への投資（老朽設備の更新） 41.3

内部留保 36.3

設備や技術開発への投資（生産性の向上） 35.1

債務の返済 30.5

その他 2.3

未定 3.8

図表5　取引単価の引き上げにより収益が改善した場合
どの経営課題に資金を投資するか（複数回答）

出所）図表３と同じ

単位：％

30 歳 35歳 40歳

1997 2020 1997 2020 1997 2020

大企業
（1,000人以上） 27.21 27.67 33.13 32.26 39.39 36.71

中小企業
（10～99人） 27.44 26.03 31.34 29.21 35.13 31.99

大企業
　　－中小企業 △0.23 1.06 1.79 3.05 4.26 4.72

図表4　高卒標準労働者所定内賃金（月額）企業間格差

出所）厚生労働省「賃金構造基本統計調査」より連合作成（春闘用資料）。
なお、基準となっている97年が賃金水準のピークである。

単位 :万円
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低迷からの脱出～労働組合だからできること
特 集

る
の
は
、
資
金
を
「
設
備
や
技
術
開
発
へ

の
投
資
（
老
朽
設
備
更
新
、
生
産
性
上
昇
）」

に
向
け
る
企
業
の
少
な
く
な
い
こ
と
と
相

ま
っ
て
、
国
内
市
場
を
拡
大
す
る
点
か
ら

も
重
要
で
あ
る
。
中
小
企
業
の
価
格
関
係

の
適
正
化
は
マ
ク
ロ
経
済
発
展
の
効
果
も

大
き
い
の
で
あ
る
。

3
収
奪
問
題
へ
の
対
抗

賃
金
決
定
の

ヨ
ー
ロ
ッ
パ
モ
デ
ル
を
目
指
す

中
小
企
業
家
同
友
会
全
国
協
議
会
は

足
元
で
の
原
材
料
費
と
賃
金
上
昇
の
価

格
転
嫁
の
状
況
を
調
査
し
た
（
図
表
６
）。

「
価
格
転
嫁
で
き
て
い
る
」
は
、
原
材
料

費
、
賃
金
と
も
1
割
を
少
し
超
え
る
程

度
に
す
ぎ
な
い
。
も
う
一
つ
注
目
す
べ
き

は
、「
一
部
価
格
転
嫁
で
き
て
い
る
」
と

「
価
格
転
嫁
で
き
て
い
な
い
」
に
つ
い
て

は
、
両
者
は
対
照
的
で
、
原
材
料
費
に
つ

い
て
は
「
一
部
価
格
転
嫁
で
き
て
い
る
」

が
半
分
、
賃
金
に
つ
い
て
は
「
価
格
転
嫁
で

き
て
い
な
い
」
が
半
分
で
あ
る
こ
と
。
両

者
と
も
コ
ス
ト
上
昇
に
違
い
は
な
い
の

に
、
原
材
料
費
に
つ
い
て
は
一
部
と
は
い

え
半
数
の
企
業
が
価
格
転
嫁
で
き
て
い
る

が
、
賃
金
に
つ
い
て
は
一
部
で
も
価
格
転

嫁
で
き
て
い
る
の
は
少
な
く
、
半
数
が
全

く
価
格
転
嫁
で
き
て
い
な
い
。
類
似
の
調

査
結
果
は
過
去
に
も
見
ら
れ
、
中
小
企
業

庁
「
取
引
条
件
改
善
状
況
調
査
」（
2
0

2
0
年
度
、2
0
1
9
年
度
）
に
お
い
て

も
「
労
務
費
変
動
分
」
の
価
格
転
嫁
状
況

は
「
原
材
料
・
仕
入
価
格
の
変
動
分
」
の

そ
れ
よ
り
悪
い
。
な
ぜ
こ
の
よ
う
な
こ
と

が
起
き
る
の
か
。

　

大
手
鉄
鋼
メ
ー
カ
ー
が
大
手
自
動
車
メ

ー
カ
ー
と
の
交
渉
で
決
め
た
鋼
材
の
価
格

が
、
市
場
に
広
が
る
よ
う
に
、
原
材
料
に

つ
い
て
は
大
企
業
が
価
格
を
標
準
化
し
て

し
ま
う
。
し
た
が
っ
て
、
中
小
企
業
製
品

の
顧
客
も
、
値
上
が
り
し
た
原
材
料
価
格

の
価
格
転
嫁
を
や
む
を
得
な
い
も
の
と
受

け
入
れ
る
。
と
こ
ろ
が
、
日
本
で
は
、
賃

金
は
個
別
企
業
ご
と
に
決
め
ら
れ
、
ヨ
ー

ロ
ッ
パ
の
よ
う
に
、
産
業
別
に
結
成
さ
れ

た
労
働
組
合
と
産
業
を
代
表
す
る
経
営
者

団
体
と
の
交
渉
に
よ
り
、
企
業
横
断
的
に

職
種
・
職
務
別
に
賃
金
が
決
定
さ
れ
る
わ

け
で
な
い
。
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
の
場
合
、
こ
の

賃
金
は
社
会
的
合
意
と
し
て
「
共
通
規
則
」

と
な
り
、
そ
の
上
に
立
っ
て
経
営
が
行
わ

れ
る
（
木
下
武
男
『
労
働
組
合
と
は
何
か
』

1
4
3
〜
1
4
6
頁
）。
日
本
で
は
労
働
力

に
一
物
一
価
は
成
立
せ
ず
、
企
業
ご
と
に

決
め
ら
れ
た
賃
金
水
準
は
「
共
通
規
則
」

で
は
な
い
か
ら
、
そ
の
上
昇
を
価
格
転
嫁

で
き
る
か
ど
う
か
は
取
引
力
次
第
で
、
中

小
企
業
の
多
く
は
大
企
業
に
対
し
取
引
力

が
弱
い
の
で
、
価
格
転
嫁
は
難
し
い
。

　

し
た
が
っ
て
、
大
企
業
と
の
賃
金
格
差

を
是
正
す
る
よ
う
な
適
正
価
格
の
実
現
に

は
、
賃
金
の
決
め
方
か
ら
変
え
な
く
て
は

な
ら
な
い
。
産
業
別
に
企
業
横
断
的
な
労

働
者
の
結
集
で
交
渉
力
を
高
め
、
賃
金
を

引
き
上
げ
る
と
同
時
に
、賃
金
水
準
の
「
共

通
規
則
」
化
に
よ
り
適
正
価
格
も
実
現
し
、

賃
上
げ
環
境
を
構
築
す
る
と
い
う
運
動
が

必
要
で
あ
る
。
労
働
組
合
が
あ
っ
て
も
企

業
内
労
働
組
合
が
中
心
の
日
本
で
は
、
ヨ

ー
ロ
ッ
パ
型
の
賃
金
決
定
の
実
現
は
一
朝

一
夕
に
で
き
な
い
こ
と
は
分
か
っ
て
い
る

が
、
目
指
さ
な
く
て
は
な
ら
な
い
目
標
で

あ
る
。

大
企
業
体
制
の
変
革

2
0
2
1
年
に
入
っ
て
か
ら
原
材
料
価

格
の
高
騰
が
始
ま
り
、
中
小
企
業
は
販
売

価
格
へ
の
転
嫁
に
苦
し
ん
で
い
る
。
上
記

で
は
中
小
企
業
家
同
友
会
調
査
の
結
果
を

紹
介
し
た
が
、
日
本
商
工
会
議
所
「
早
期

景
気
観
測
」（
2
0
2
1
年
11
月
調
査
）
で

も
、「
コ
ス
ト
増
加
分
」
の
価
格
転
嫁
が
で

き
て
い
る
企
業
（
B
to
B
の
場
合
）は
8
・

5
％
に
す
ぎ
ず
、一
昨
年
の
14
・
6
％
よ
り

大
き
く
悪
化
し
た
。
中
小
企
業
の
相
対
価

格
の
低
下
が
進
ん
で
い
る
の
で
あ
る
。

　

そ
も
そ
も
、
中
小
企
業
が
不
利
な
価
格

関
係
を
お
し
つ
け
ら
れ
る
の
は
、
中
枢
産

業
部
門
を
占
め
る
大
企
業
が
販
売
・
購
買

寡
占
を
確
立
し
、
優
越
的
な
取
引
を
し
て

い
る
か
ら
で
あ
る
。
こ
れ
へ
の
公
共
政
策

に
よ
る
対
処
策
と
し
て
現
在
中
心
に
な
っ

て
い
る
の
は
、
中
小
企
業
庁
が
2
0
1
6

年
度
に
公
表
し
た
「
未
来
志
向
型
の
取

引
慣
行
に
向
け
て
」
と
さ
れ
る
施
策
パ
ッ

ケ
ー
ジ
で
あ
り
、
重
点
5
課
題
の
一
つ
と

し
て
「
価
格
決
定
方
法
の
適
正
化
」
が
取

り
組
ま
れ
て
き
た
。
だ
が
、
そ
れ
は
、
取

引
適
正
化
の
た
め
の
「
下
請
け
ガ
イ
ド
ラ

イ
ン
」
や
「
下
請
中
小
企
業
振
興
法
」
の

図表6　賃上げ分、原材料高騰分価格転嫁状況（製造業）％
60.0

50.0

40.0

30.0

12.9

23.5 23.5

10.1
12.6

2.5 1.7

その他価格交渉
する予定

価格転嫁
できていない

一部価格転嫁
できている

価格転嫁
できている

49.6 51.0

12.6
20.0

10.0

0.0

賃上分
原材料費高騰分

資料）「新型コロナウイルスに関する国への緊急要望アンケート結果について」（中同協2022年3月1日）より作成、
調査時点は2022年 2月1日～15日。
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「
下
請
振
興
基
準
」
等
を
遵
守
さ
せ
る
た

め
、
業
界
単
位
の
「
自
主
行
動
計
画
」
作

成
や
大
企
業
の
「
パ
ー
ト
ナ
ー
シ
ッ
プ
構

築
宣
言
」
を
要
請
す
る
も
の
で
、
基
本
的

に
「
お
願
い
ベ
ー
ス
」
の
施
策
で
あ
る
。

法
制
度
に
よ
る
規
制
強
化
と
し
て
、「
下

請
代
金
支
払
遅
延
等
防
止
法
」
が
規
定
す

る
親
事
業
者
の
禁
止
行
為
の
一
つ
、「
買
い

た
た
き
」
に
、
労
務
費
，
原
材
料
価
格
等

の
上
昇
分
に
つ
い
て
協
議
す
る
こ
と
な
く

取
引
価
格
を
据
え
置
く
な
ど
を
含
む
こ
と

に
し
た
（
2
0
2
2
年
1
月
）。
効
果
を

期
待
し
た
い
が
、
禁
止
行
為
違
反
は
公
正

取
引
委
員
会
に
よ
る
勧
告
・
公
表
の
対
象

に
な
る
が
、
21
年
度
ま
で
の
10
年
間
で
年

平
均
7
・
9
件
に
と
ど
ま
っ
て
お
り
、
消

極
的
な
運
用
と
言
え
る
。
自
由
、
公
正
な

市
場
は
自
然
に
は
形
成
さ
れ
ず
、
政
府
の

積
極
的
な
介
入
を
促
す
運
動
が
必
要
で

あ
る
。
懸
念
す
べ
き
は
日
本
の
製
造
業
売

上
高
上
位
4
社
の
市
場
集
中
度
は
2
0

0
1
年
39
％
台
か
ら
2
0
1
6
年
44
％
台

に
上
昇
し
て
お
り
（
大
橋
弘
『
競
争
政
策

の
経
済
学
』
図
表
2

－
1
）、
大
企
業
の
価

格
支
配
力
の
源
が
強
化
さ
れ
て
い
る
こ
と

で
あ
る
。
同
じ
く
集
中
度
が
高
ま
っ
た
ア

メ
リ
カ
で
は
、
実
際
に
高
価
格
の
弊
害
が

現
れ
て
い
る
（『
日
本
経
済
新
聞
2
0
2
2

年
3
月
22
日
付
』
：
「
揺
ら
ぐ
資
本
主
義

④
自
由
な
競
争
市
場
こ
そ
根
幹
」
ト
マ
・

フ
ィ
リ
ポ
ン　

ニ
ュ
ー
ヨ
ー
ク
大
学
教
授
）。

バ
イ
デ
ン
政
権
は
寡
占
化
に
寛
容
だ
っ
た

70
年
代
以
来
の
独
禁
政
策
を
転
換
し
、
反

独
占
に
舵
を
切
っ
た
。
日
本
で
も
、
下
請

関
係
の
法
運
用
を
積
極
化
す
る
と
と
も
に
、

集
中
規
制
を
強
化
す
る
な
ど
、
大
企
業
体

制
の
根
源
的
な
変
革
へ
の
取
組
が
必
要
で

あ
る
。

マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
の
強
化
を

価
格
を
適
正
化
す
る
に
は
経
営
努
力

も
必
要
で
あ
る
。
中
小
企
業
の
実
質
付
加

価
値
率
の
上
昇
率
は
大
企
業
よ
り
高
い
の

に
、
名
目
付
加
価
値
生
産
性
上
昇
率
が
低

い
の
は
、
中
小
企
業
の
技
術
は
優
れ
て
い

る
の
に
、
マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
能
力
の
不
足

で
特
定
の
買
い
手
へ
の
依
存
度
が
高
く
、

買
い
た
た
か
れ
る
か
ら
で
あ
る
。
筆
者
は
、

ト
ヨ
タ
自
動
車
グ
ル
ー
プ
と
取
引
し
て
い

る
中
小
企
業
の
売
上
高
利
益
率
は
、
取
引

先
へ
の
売
上
依
存
度
の
高
い
企
業
の
方
が

低
い
こ
と
を
明
ら
か
に
し
た
こ
と
が
あ
る

（
拙
稿
「
ト
ヨ
タ
自
動
車
グ
ル
ー
プ
サ
プ

ラ
イ
ヤ
ー
の『
自
律
的
』構
造
の
分
析
」『
商

工
金
融
2
0
1
6
年
10
月
号
』）。

　

マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
能
力
の
欠
如
は
日
本

の
中
小
製
造
業
の
宿
痾
だ
っ
た
が
、
90
年

代
以
降
の
市
場
縮
小
を
背
景
に
、
ワ
ン
・

ト
ゥ
・
ワ
ン
マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
を
活
発
化

す
る
中
小
企
業
が
見
ら
れ
る
よ
う
に
な
っ

た
。
個
々
の
顧
客
と
の
情
報
受
発
信
に
よ

り
顧
客
需
要
の
創
出
を
図
る
も
の
で
、
中

小
企
業
の
顧
客
と
の
近
接
性
を
基
盤
と
す

る
。
顧
客
に
情
報
を
提
供
し
そ
の
反
応
か

ら
潜
在
需
要
を
探
り
出
し
、
ま
た
提
案
す

る
。
筆
者
は
こ
れ
を
「
市
場
の
つ
ぶ
や
き

を
聞
き
取
る
」
と
表
現
し
て
い
る
。

「
つ
ぶ
や
き
」
の
よ
う
な
、
そ
の
場
そ
の

場
で
発
生
す
る
「
場
面
情
報
」
は
、
命
令

さ
れ
た
か
ら
と
い
っ
て
発
見
で
き
る
も
の

で
は
な
く
、
従
業
員
の
自
律
的
行
動
が
不

可
欠
で
あ
る
。
自
律
的
に
行
動
す
る
に
は
、

従
業
員
が
い
わ
ば
社
長
と
同
じ
情
報
を
持

ち
、
自
分
自
身
で
判
断
で
き
る
よ
う
な
情

報
共
有
的
な
組
織
が
必
要
で
あ
る
。
幹
部

が
情
報
を
独
占
し
、
従
業
員
は
命
令
の
ま

ま
に
動
か
さ
れ
る
よ
う
な
組
織
で
は
新
た

な
情
報
は
獲
得
で
き
な
い
。

　

情
報
共
有
的
組
織
を
構
築
し
、
ワ
ン
・

ト
ゥ
・
ワ
ン
マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
で
顧
客
を

増
や
し
（
特
定
顧
客
へ
の
依
存
度
を
減
ら

し
）、
価
格
形
成
力
を
強
化
す
る
。
こ
の

よ
う
な
経
営
努
力
と
賃
金
水
準
の
「
共
通

規
則
」
化
・
大
企
業
体
制
の
変
革
と
い
う

マ
ク
ロ
構
造
の
変
革
を
両
輪
に
し
、
大
企

業
と
の
賃
金
格
差
を
是
正
す
る
「
適
正
価

格
」
の
実
現
に
向
か
う
必
要
が
あ
る
。
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